
  

平成 17 年 12 月期  個別中間財務諸表の概要         平成 17 年 7 月 29 日 

上 場 会 社 名         アンジェス MG 株式会社     上場取引所 東証マザーズ 

コ ー ド 番 号           4563                                 本社所在都道府県 大阪府 

（ＵＲＬ  http://www.anges-mg.com ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 

  氏名  山田 英 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 

氏名  中塚 琢磨         ＴＥＬ (03)5730－2753 
決算取締役会開催日 平成 17 年 7 月 29 日           中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成 －年－月 －日           単元株制度採用の有無            無 
 

１． 17 年 6 月中間期の業績(平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 6 月 30 日) 

(1) 経営成績 (百万円未満切捨) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

 1,152 35.5
 850 △ 33.2

 △ 980 ―
 △ 874 ―

 △ 883 ―
 △ 867 ―

16 年 12 月期  2,669  △ 1,543  △ 1,536 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭

17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

 △ 885 ―
 △ 869 ―

△ 8,945.26 
△ 9,176.65 

16 年 12 月期  △ 1,584 △ 16,528.71 

 
 

 (注)①期中平均株式数 17 年 6 月中間期  98,972 株  16 年 6 月中間期  94,741 株  16 年 12 月期  95,843 株 

    ②会計処理の方法の変更   無 

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

0  00 
0  00 

――――― 
――――― 

 

16 年 12 月期 ――――― 0  00  

 

(3)財政状態 

 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17 年 6 月中間期 
16 年 6 月中間期 

 9,412 
 10,556 

 8,185 
 8,903 

87.0 
84.3 

81,977.11 
93,446.60 

16 年 12 月期  9,672  8,622 89.1 88,182.37 

 (注)①期末発行済株式数 17 年 6 月中間期 99,850 株  16 年 6 月中間期  95,281 株  16 年 12 月期  97,780 株 

   ②期末自己株式数  17 年 6 月中間期    ―  株  16 年 6 月中間期    ― 株  16 年 12 月期   ― 株 

 
２．17 年 12 月期の業績予想(平成 17 年 1 月 1 日～平成 17 年 12 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 2,200～3,200 △1,900～△900 △1,900～△900 0 00 0 00

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  △19,111 円 86 銭～△9,052 円 99 銭 
 

 
※ 上記の予想は、現時点において、入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実要因に関しての仮定を前提と

しています。実際の業績は、今後様々な要因により上記の予想とは異なる可能性があります。 

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付書類の９ページを参照して下さい。
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Ⅶ．個別中間財務諸表等 
  中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   5,360,839 4,768,425  6,706,803

２ 売掛金   105,729 242,559  80,312

３ 有価証券   2,100,120 1,501,014  499,100

４ たな卸資産   543,325 546,315  514,967

５ 前渡金   1,318,360 831,882  648,133

６ 前払費用   40,781 32,605  42,309

７ 立替金   12,825 2,344  11,343

８ 信託受益権   500,000 500,000  500,000

９ その他 ※３  19,108 5,208  9,518

流動資産合計   10,001,090 94.7 8,430,356 89.6  9,012,489 93.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  124,637 46,096 44,885 

  減価償却累計額  △64,042 60,594 13,694 32,402 △9,874 35,011

(2) 機械装置  2,143 2,143 2,143 

  減価償却累計額  △1,690 452 1,901 241 △1,833 309

(3) 工具器具備品  149,967 270,051 242,549 

  減価償却累計額  △82,751 67,215 136,501 133,549 △105,972 136,576

有形固定資産合計   128,262 1.2 166,194 1.7  171,897 1.8

２ 無形固定資産   182,893 1.8 329,024 3.5  201,803 2.1

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   1,000 110,000  1,000

(2) 関係会社株式   186,006 236,006  236,006

(3) 長期前払費用   19,765 106,643  14,788

(4) 敷金保証金   37,408 34,608  34,608

投資その他の資産 
合計 

  244,180 2.3 487,258 5.2  286,403 2.9

固定資産合計   555,335 5.3 982,477 10.4  660,104 6.8

資産合計   10,556,426 100.0 9,412,833 100.0  9,672,593 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   111,829 113,611  117,289

２ 未払金   96,624 103,949  137,157

３ 未払費用   8,781 3,992  3,604

４ 未払法人税等   2,798 9,192  4,504

５ 未払消費税等 ※３  ― 2,541  ―

６ 前受金   1,416,371 988,267  781,537

７ 預り金   16,336 5,865  6,028

流動負債合計   1,652,741 15.7 1,227,419 13.0  1,050,122 10.9

負債合計   1,652,741 15.7 1,227,419 13.0  1,050,122 10.9

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   4,939,128 46.8 5,382,704 57.2  5,156,314 53.3

Ⅱ 資本剰余金    

 資本準備金   6,236,521 3,693,447  6,453,707

資本剰余金合計   6,236,521 59.0 3,693,447 39.2  6,453,707 66.7

Ⅲ 利益剰余金    

 中間(当期)未処理損失   2,271,898 885,332  2,986,650

利益剰余金合計   △2,271,898 △21.5 △885,332 △9.4  △2,986,650 △30.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  △66 △0.0 △5,405 △0.0  △900 △0.0

資本合計   8,903,685 84.3 8,185,414 87.0  8,622,471 89.1

負債資本合計   10,556,426 100.0 9,412,833 100.0  9,672,593 100.0
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 事業収益   850,912 100.0 1,152,688 100.0  2,669,149 100.0

Ⅱ 事業費用    

 １ 研究開発費  1,430,513 1,861,089 3,656,673 

 ２ 販売費及び 
   一般管理費 

 294,416 1,724,930 202.7 271,607 2,132,696 185.0 555,729 4,212,402 157.8

営業損失   874,017 △102.7 980,007 △85.0  1,543,253 △57.8

Ⅲ 営業外収益 ※１  9,672 1.1 106,342 9.2  18,452 0.7

Ⅳ 営業外費用 ※２  2,880 0.3 10,057 0.9  11,337 0.4

経常損失   867,225 △101.9 883,722 △76.7  1,536,139 △57.5

Ⅴ 特別利益   118 0.0 ― ―  118 0.0

Ⅵ 特別損失   400 0.1 ― ―  44,533 1.7

税引前中間(当期) 
純損失 

  867,507 △102.0 883,722 △76.7  1,580,553 △59.2

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,897 0.2 1,610 0.1  3,602 0.1

中間(当期)純損失   869,404 △102.2 885,332 △76.8  1,584,156 △59.3

前期繰越損失   1,402,493 2,986,650  1,402,493

資本準備金取崩額   ― 2,986,650  ―

中間(当期) 
未処理損失 

  2,271,898 885,332  2,986,650
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  ② 子会社株式 

    移動平均法による原価法 

 (2) デリバティブ 

―――――― 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

  時価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

  ② 子会社株式 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

    移動平均法による原価法 

  ② 仕掛品 

    個別法による原価法 

  ③ 貯蔵品 

    最終仕入原価法 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

 (3) たな卸資産 

  ① 原材料 

同左 

  ② 仕掛品 

同左 

  ③ 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３年～15年

機械装置 ３年～４年

工具器具備品 ３年～10年
 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

  定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ３年～15年

機械装置 ３年～４年

工具器具備品 ３年～15年
 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における見込

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法によっております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

３ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上することとしております。 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

―――――― 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について振当処理を

行っております。 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

外貨建予定取引及び外貨建

金銭債権債務 

 (3) ヘッジ方針 

外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

為替予約の締結時にヘッジ対

象と同一通貨建てによる同一金

額で同一期日の為替予約を振当

てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全

に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えてお

ります。 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

同左 

   ヘッジ対象 

同左 

 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 

 

 (4) ヘッジの有効性の評価方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 
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表示方法の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間において区分掲記しておりました「未

収入金」は、その重要性が低くなったことから流動資産

の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間の「未収入金」は1,852千円で

あります。 

―――――― 

 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

前事業年度末 
(平成16年12月31日) 

１ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。 

ジェノミディア株式会社 

85,043千円 

１ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。

ジェノミディア株式会社 

42,521千円

１ 偶発債務 

次の関係会社のリース債務につ

いて債務保証を行っております。

ジェノミディア株式会社 

63,782千円

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。 

当座貸越 
契約の総額 

1,700,000千円

当中間期末 
残高 

― 千円

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。

当座貸越 
契約の総額 

1,700,000千円

当中間期末 
残高 

― 千円

 

２ 運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引金融機関と当座

貸越契約を締結しております。 

当座貸越 
契約の総額 

1,700,000千円

当期末残高 ― 千円

 
※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未収消費税等

とし、流動資産の「その他」に

含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

※３    ―――――― 

 

(中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

受取利息 277千円

有価証券利息 2,754 
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 86千円

有価証券利息 1,585 

補助金収入 100,000 
 

※１ 営業外収益の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

受取利息 531千円

有価証券利息 5,020 
 

※２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。 

新株発行費償却 1,550千円
 

※２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

新株発行費償却 4,162千円

為替差損 5,894 
 

※２ 営業外費用の主要な項目及び

金額は次のとおりであります。

新株発行費償却 5,560千円
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 22,419千円

無形固定資産 10,932 
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 34,417千円

無形固定資産 19,485 
 

 ３ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 78,033千円

無形固定資産 25,975 
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年６月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、中

間期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 

相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 

74,079 46,039 28,040 

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、中

間期末残高相当額 

 
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高 

相当額
(千円)

工具器具
備品 

81,829 72,861 8,968

  

 (借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、期

末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額
(千円)

工具器具
備品 

79,977 62,355 17,621

  
(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 25,812千円

１年超 2,707 

合計 28,520 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

１年内 7,968千円

１年超 1,221 

合計 9,189 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 15,884千円

１年超 2,106 

合計 17,990 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 23,759千円

② 減価償却費 
  相当額 

23,322 

③ 支払利息 
  相当額 

459 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 11,629千円

② 減価償却費 
  相当額 

11,299 

③ 支払利息 
  相当額 

205 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

① 支払リース料 43,992千円

② 減価償却費 
  相当額 

43,130 

③ 支払利息 
  相当額 

803 

 
(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については利息法によっており

ます。 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 支払利息相当額の算定方法 

同左 

 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度において子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 
 

 

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 
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